
【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト（A＋B） 3,225 0 0

8,700

総コスト計 3,225

0 人件費割合(%) 80.9

事業費内訳
（主なもの）

一般財源

従事職員数(人) 0.3

婚活支援事業委託

615
事業費（A）

地方債

その他

県支出金

総事業費

市民 婚活事業での成婚件数（組）

受益者 事業開始時

財
源
内
訳

国庫支出金

平成27年度

求められる成果（単位）

平成26年度

最終目標値

（単位：千円）

予算科目

0
未婚者数の減少

定住促進

現在値

款
5,992

2

項（うち市予算化分）

5,992
千円 千円

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　②　良好な住環境を創出する

全面委託

婚活支援事業

事業主体

担当部課 経済振興部

平成２４年度からＮＰＯいとしまに婚
活支援事業を委託し、出会いのイベ
ントの開催や結婚相談の常設化な
どを行っている。

学研都市づくり課

実施方法

重点プロジェクト

進捗状況
・
現状

　該当なし

婚活を支援することで、市内の婚姻件数を増やし、農
漁業及び商工業従事者の後継者問題の解決をはじ
め、出生件数の増加による人口の自然増を目指す。

事業期間 平成 ２４年度 ～ 平成２６年度（ ３年間） 会計種類

事 業 名

糸島市
事業目的

事 業 内 容

一般会計

・ロマンス会議の運営（任期：平成２７年３月３１日まで）
・出会いのイベントの開催
※婚活支援事業を３年間（平成２４～２６年度）行い、Ｎ
ＰＯや各団体の自立した婚活支援活動に努める。

2

平均人件費

補助率、交付
税措置率等

30

合計平成28年度

615

0

受益者の考えている価値

615

0

0

0

1

目

7

615
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

41,990 41,990
一般財源

その他
0

地方債
0

0

県支出金
財
源
内
訳

国庫支出金

0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

1,872

平均人件費0

4,350 人件費割合(%) 9.4

0 0.5

41,990

事業費内訳
（主なもの）

8,700

人件費（B） 0 0

求められる成果（単位） 事業開始時

転入者及び市民 人口の維持・増加
平成29年度までの住宅取得
による定住人口（人）

―

現在値

事業費（A）
41,990

1560

受益者 受益者の考えている価値

2 1

最終目標値

総事業費
糸島市マイホーム取得
奨励金交付規程に定め
る奨励金交付額

千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
〃

事 業 内 容

　平成 ２７年１月２日から平成３１年３月３１日までの４年３月の
間で、市内に住宅を取得（新築・中古）し定住する場合に、建
物にかかる固定資産税相当額を３年間補助する。
　補助金は、市内消費を促すため、固定資産税相当額を商
工会商品券で交付する。
※債務負担行為設定（平成２８～３０年度）

進捗状況
・
現状

　企業訪問やハウスメーカー・宅建業協
会などへの聴き取りでは、住宅取得を補
助する制度は、住宅取得の後押しに有
効な施策であるとの見解であった。
　福銀との連携協議において、本市が
住宅取得の補助制度を創設すれば、該
当者が福銀で住宅ローンを組んだ場
合、金利を特別割引する制度の実施が
約束されている。

事業期間 平成２８年度 ～ 平成３４年度（７年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　人口を維持・増加させるには、人口の囲い込み競争（地域
間競争）に競り勝つ必要がある。消費増税、土地区画整理事
業、九大移転と人口が大きく動く３つの契機に、確実に人口
を囲い込むため、住宅取得を奨励する補助制度を創設する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

　②　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市マイホーム取得奨励金 担当部課 経済振興部 学研都市づくり課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策

従事職員数(人)

総コスト（A＋B） 0 0 46,340 総コスト計 46,340

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

7
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

施　策 　②　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 前原東土地区画整理事業 担当部課 建設都市部 都市整備課

事業目的

１．都市基盤の整備
２．人口の新たな受け皿の確保
３．生活利便施設の誘致
４．固定資産税の税収の増加
５．九州大学、企業誘致等関係者に対する魅力ある住宅地の提供

事業主体 糸島市前原東土地区画整理組合

実施方法

事 業 内 容

◎土地区画整理事業の概要
区域面積：20.2ha（道路5.9、公園・緑地1.4、宅地他
12.6、その他0.3）、総事業費：約32億円、平均減歩率：
51.3%（公共23.9%、保留地27.4%）
◎補助事業の概要（社会資本整備総合交付金）
・活力基盤整備（都市計画道路・区画道路　L＝
1,872m）
・都市再生土地区画整理事業（区画道路・特殊道路
L=4,746m、公園A＝12,080㎡、水路1,980m）

進捗状況
・
現状

◎市
H11まちづくり基本調査
H13土地区画整理事業調査（B1調査）
H16土地区画整理事業調査（B2調査）
H21まちづくり検討会3回
H24都市計画決定
◎組合
H19組合設立準備会設立
H23組合設立認可
H24事業計画認可
H25.1月工事着手

事業期間 平成２４年度 ～ 平成２９年度（６年間） 会計種類 一般会計

（うち市予算化分）
千円 予算科目

（単位：千円）

【125,000】（216,315)

60,000 65,000

総事業費 1,603,390 千円
1,155,057

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

住民
固定資産税及び市民税の
増

人口 0人 0人
1,082人

（計画人口
3,607人×0.3）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【125,000】（130,900) (55,000) (30,415)

78,585 203,585

県支出金
(67,433) (28,333) (15,668) (111,434)

0

地方債
【112,500】 【112,500】

89,700 73,500 76,700 239,900

その他
0

一般財源
【12,500】 【12,500】

10,945 8,616 8,909 28,470

事業費（A）
【250,000】（198,333) (83,333) (46,083) 【250,000】（327,749)

160,645 147,116 164,194 471,955

事業費内訳
（主なもの）

都市計画道路整備費、
区画道路整備費、水路
整備、旅費、需用費

都市計画道路整備費、
区画道路整備費、水路
整備、公園整備、旅
費、需用費

都市計画道路整備費、
区画道路整備費、水路
整備、旅費、需用費

（　）は実施主体への
直接交付分
【　】は繰越明許費

従事職員数(人) 2 2 2 平均人件費 8,700

人件費（B） 17,400 17,400 17,400 人件費割合(%) 10.0

総コスト（A＋B） 178,045 164,516 181,594 総コスト計 524,155

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

社会資本整備総合交付金
活力創出基盤整備（都市計画道路） 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱  1/2

社会資本整備総合交付金
活力創出基盤整備（都市計画道路） 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱 5.5/10

社会資本整備総合交付金
活力創出基盤整備（都市計画道路） 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

国庫5.5/10
県費（1-5.5/10－1/6）

補助

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

款 項 目

8 4 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　③　美しい街並み、公園、緑地を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 運動公園等整備事業 担当部課 企画部 経営企画課

事業目的

運動公園整備に関する市民のニーズに応え、本市のス
ポーツ振興や市民の健康づくりの場の整備を検討する
とともに、大規模災害が発生したときに防災施設として
活用できる施設を整備をするための構想策定を目的と
する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事 業 内 容

運動公園等整備構想の策定を行う。
①整備構想策定
・敷地分析、運動施設の配置計画、計画図の作成など
②運動公園等整備構想検討委員会の開催

進捗状況
・
現状

運動施設等の整備に関する方針を平成
25年度中に策定。平成26年度に市民代
表、競技団体の代表者、有識者などを
含めた整備構想検討委員会を設置し、
協働で構想を策定する。

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

千円 予算科目

事業開始時 現在値 最終目標値

（単位：千円）

総事業費 6,801 千円
6,801

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

（うち市予算化分）

市民 運動公園の整備 構想策定の有無 ― ― 策定

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
6,801 6,801

事業費（A）
6,801 6,801

事業費内訳
（主なもの）

委託料
検討委員会委員報酬
消耗品費

従事職員数(人) 0.3 0 0 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 0 0 人件費割合(%) 27.7

総コスト（A＋B） 9,411 0 0 総コスト計 9,411

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

款 項 目

2 1 7
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

8,700平均人件費

進捗状況
・
現状

（うち市予算化分）

補助率、交付
税措置率等

事 業 名 高柳線整備事業

1,400

事業費（A）
3,780 6,350

事業費内訳
（主なもの）

事 業 内 容

道路改良事業
・延長　Ｌ＝２８０ｍ
・幅　　Ｗ＝４ｍ
・砂防橋梁取付工事　Ｌ＝３０ｍ

平成27年度

千円

事業期間

3,000

その他

求められる成果（単位）

重点プロジェクト

糸島市
事業目的

道路拡幅により、緊急車両の進入を可能とし、住民の
安全を確保する。

実施方法

建設課建設都市部担当部課

直営

事業主体

予算科目

受益者の考えている価値

50,580
50,580

（３）交通環境の整備充実

　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

政　策

施　策

款 項

（単位：千円）

平成28年度 合計

会計種類 一般会計平成23年度～平成27年度（5年間）

集落内緊急車両侵入可能
延長（ｍ）

事業開始時受益者

1,430

0

4,100

0

地方債

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

財
源
内
訳

280

最終目標値

・集落を抜ける道路で、道路幅員が狭く
（Ｗ＝３．０ｍ）緊急車両の進入が困難な
道路である。
・平成２３年度　測量設計業務
・平成２４年度　物件補償及び一部工事
・平成25～26年度　整備工事
・平成26～27年度　測量設計・用地測
量、砂防橋梁取付工事

　該当なし

現在値

4,600

250

総事業費 千円

緊急車両の進入路確保地域住民

国庫支出金

県支出金

地方債

0

平成26年度

1,600

0

一般財源

2,700

0.2

650780

測量設計
用地取得

2,610

工事請負費
事務費

0.3 0

公共事業等債

0

交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金

人件費（B） 人件費割合(%)

従事職員数(人)

50%

14,4800 総コスト計

地方債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B） 5,520 8,960

財源の種類

30.0

根拠法令等

1,740

90%

目

8 2 3

10,130
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

32,181 74,559

55％

公共事業等債

社会資本整備総合交付金事業

90%地方債

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B）

地方債

財源の種類

事 業 内 容

平成２６年度～平成３０年度（  ５年間）

千円

事業期間

事業費（A）

県支出金

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

平成26年度

受益者

地方債
11,900

900市民 歩道の確保

財
源
内
訳

3,226 1,526 8,819

国庫支出金

0

11,500

合計

進捗状況
・
現状

（うち市予算化分）
千円

会計種類

道路幅員が５．４ｍと狭く、歩道がな
いため通勤通学及び一般通行にお
いて、非常に危険な状況である。

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

事業目的

この道路は、県施行の街路事業下新開線及び北新地新田線
の整備に併せて、中央ルートと西廻りルートを結ぶ重要な幹
線道路として交通混雑の解消、利便性及び交通安全の向上
を図る。

総事業費 216,519

その他

28,701

4,067

0

事 業 名 新田久保田線整備事業

施　策

重点プロジェクト

建設都市部 建設課

　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

担当部課

事業開始時

平成27年度

道路改良事業
・延長　Ｌ＝９００ｍ
・幅員　Ｗ＝１０．５ｍ
・用地買収面積　Ａ＝４,７００㎡

23,400

（３）交通環境の整備充実

予算科目
216,519

（単位：千円）

0

15,67516,225

一般財源

根拠法令等

8,700平均人件費0.4

6,677 35,701

3,480 14.0人件費割合(%)4,350

実施方法

事業主体

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

国庫支出金交付金

直営

糸島市

　該当なし

一般会計

31,351

3

平成28年度

路線の歩道設置延長（ｍ）

現在値 最終目標値

0

31,900

従事職員数(人) 0.3 0.5

用地買収

4,067

測量試験費 測量試験費
事業費内訳
（主なもの）

64,119

人件費（B） 2,610

款 項 目

8 2
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

地方債 公共事業等債

一般会計

直営

（３）交通環境の整備充実

　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

駅へのアクセス道路で歩道がないた
め、通勤・通学及び一般通行におい
て、非常に危険な状態である。

波多江駅南口へのアクセス道路を整備(歩道設置)する
ことにより、通勤、通学を始め一般通行の安全性を確保
する。

14.3

0

事業主体

担当部課

　該当なし

450

人件費（B）

事 業 名 建設都市部

2,000

政　策

施　策

重点プロジェクト

0

0

その他

6,070

0

財
源
内
訳

一般財源

交付金 国庫支出金

地方債

現在値

歩道の確保 路線の歩道設置延長（ｍ）

５５％

2,750

事業目的
実施方法

受益者の考えている価値 事業開始時

糸島市

松浦中線、松浦線整備事業 建設課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事 業 内 容

総事業費

進捗状況
・
現状

44,600
千円

道路改良工事
・延長　L=１３２ｍ
・幅員　W=８．５ｍ
・用地買収面積　A=200㎡

事業期間 平成２８年度～平成３０年度（ ３年間） 会計種類

予算科目

受益者

市民

平成27年度

0

（単位：千円）

最終目標値求められる成果（単位）

132

2,000

44,600

合計平成28年度

款 項 目

平成26年度

千円
（うち市予算化分）

2,750

450

平均人件費

総コスト（A＋B） 0 6,070

870

5,200

人件費割合(%)

5,200

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト計0

90%

社会資本整備総合交付金事業

補助率、交付
税措置率等

8,700

測量設計委託
（詳細設計）

地方債

財源の種類

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人)

国庫支出金

県支出金

事業費（A）
0

0

0

0.1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

5.5/10

（３）交通環境の整備充実

建設都市部

施　策 　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

事業期間

駅南北をつなぐ自由通路の整備
・都市計画決定図書の作成
・予備設計及び事業認可図書の作成
・自由通路の整備
・バリアフリー整備（エレベーター１基）

受益者の考えている価値

社会資本整備総合交付金
（街路事業）

国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

政　策

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

8

平成２４年度～平成３０年度（７年間） 会計種類 一般会計

款

重点プロジェクト 　該当なし

都市整備課

波多江駅利用者

事 業 内 容

平成26年度

事 業 名 波多江駅自由通路整備事業 担当部課

事業目的

波多江駅の自由通路を整備することにより、駅南側から
の駅利用者の利便性向上と共に安全で快適な歩行者
空間の整備を行う。

事業主体

項 目

4

受益者 現在値 最終目標値事業開始時

総事業費 337,960 千円
（うち市予算化分）

その他

平成28年度

予算科目

バリアフリー
61.7

[16,910/27,404]
【平成23年度】

求められる成果（単位）

337,960
千円

27,500 27,500

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

合計

78.6
[21,545/27,404]

61.7
[16,910/27,404]
【平成23年度】

（単位：千円）

平成27年度

市内駅利用者のバリアフリー受
益率(％)

［整備駅の日平均乗降者/市内9
駅］(人)

地方債
20,200 20,200

一般財源
10,424 19 17,319 27,762

人件費割合(%) 6.5

事業費（A）

自由通路予備設計及
び事業認可図書作成
業務、旅費

旅費（事業認可申請
協議）

自由通路詳細設計
用地買収
旅費

事業費内訳
（主なもの）

人件費（B） 1,740

10,424 19 65,019 75,462

1,740 1,740

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2 平均人件費 8,700

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 12,164 1,759 66,759 総コスト計

地方債 公共事業等債 90%地方債

80,682

1

糸島市

実施方法 一部委託

・平成20年度～平成22年度にバリアフ
リー化事業を行い、エレベーター2基
（ホーム、駅舎（北側））及び障害者対応
トイレの設置、駅舎の改修を行った。
・平成22年度6月議会において波多江
駅及び周辺市街地等整備促進を求める
請願が採択済。
・平成24年度　自由通路都市計画決定
図書作成
・平成25年度　自由通路都市計画決定

進捗状況
・
現状
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

総コスト計 6,4290

0 人件費割合(%)

6,429 0

0.1 0

根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

8,700

人件費（B） 870 0

0 0

13.5

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

交通解析業務

従事職員数(人)

5,559

0 平均人件費

事業費（A）
5,559

0

5,559

一般財源
5,559

0

その他

0

地方債

0

県支出金

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

5,559

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

千円

可否決定

（単位：千円）

（うち市予算化分）
千円 予算科目

1

現在値

4

最終目標値

8

市民 国道202号の渋滞緩和 ２車線整備での可否の決定 ― ―

事業期間 平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

事業開始時

総事業費 5,559

事業目的

国道202号から同バイパスを結ぶ波多江泊線整備事業は、現
在４車線で計画しているが、決定時の交通解析が第３回パー
ソントリップ調査（平成５年）をもとに解析しており、かなりの年
月が経過しいる為、直近の交通量調査により見直しを行い、２
車線への可能性調査を行う。

事業主体

実施方法 直営

事 業 内 容

平成２６年度 　交通解析業務委託

進捗状況
・
現状

・平成17年度　都市計画決定【第３
回ＰＴ調査（平成５年）】をもとに交通
解析
・平成26年度交通解析業務委託【第
４回ＰＴ調査（平成１７年）】をもとに
交通解析

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 波多江泊線交通解析事業 担当部課 建設都市部 都市整備課

政　策 （３）交通環境の整備充実

施　策 　⑧　道路・交通ネットワークを整備し、充実させる

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

糸島市

款 項 目
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

款 項

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

目

（３）交通環境の整備充実

施　策 　⑨　離島航路の安定運行を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 市営渡船ひめしま代替建造事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

本船の老朽化に伴い新船を代替建造する。
事業主体 糸島市

実施方法

予算科目

直営

事 業 内 容

①船舶基本設計業務委託
②船舶建造工事
・木型工事
・船体部建造工事
・機関部工事
・電機部工事
・法定備品及び属具
・ＪＧ検査申請等設計
・一般管理
・工事監理業務委託

進捗状況
・
現状

■乗船者は５年間平均40,000人
■本船は建造から１６年が経過し
ており老朽化が進んででいる。
■平成２５年度に国の離島航路構
造改革補助により航路診断と経営
診断の調査事業を実施し、本船の
代替建造の必要性が明らかになっ
た。

事業期間 平成２６年度～平成２７年度 （２年間） 会計種類 特別会計

総事業費 196,668 千円
196,668

（うち市予算化分）
千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
（特に姫島住民）

本土とを結ぶ唯一の交
通手段であるが船舶の
代替建造により安定運

航を求める

効率的で安定的な運航によ
る渡船利用者(人)

40,000 40,000 46,000

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
378 19,288 19,666

県支出金
0

地方債
173,402 173,402

その他
0

一般財源
3,402 198 3,600

事業費（A）
3,780 192,888 0 196,668

事業費内訳
（主なもの）

詳細設計費 建造工事

従事職員数(人) 0.9 0.9 平均人件費 8,700

人件費（B） 7,830 7,830 0 人件費割合(%) 7.4

総コスト（A＋B） 11,610 200,718 0 総コスト計 212,328

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域公共交通確保維持改
善事業費補助金

国庫支出金

地方債 離島振興法

離島航路整備法
※地域公共交通確保維持改善事業(離島航路構造改革補助事業)

10％
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

生活交通確保対策補助金 県支出金 福岡県バス運行対策費補助金交付要綱
補助対象経費の
1/2以内

総コスト（A＋B） 9,051 6,609 0 総コスト計 15,660

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0 人件費割合(%) 33.3

事業費内訳
（主なもの）

運行費
車輌購入費

運行費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0 平均人件費

事業費（A）
6,441 3,999 0 10,440

一般財源
5,204 3,999 9,203

その他
0

地方債
0

県支出金
1,237 1,237財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

公共交通不便
地域住民

公共交通の運行
公共交通不便地域人口
（H22年度人口ベース）

8,449人
（H22年度）

6,522人
（H24年度末）

5,000人
（H27年度末）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

（うち市予算化分）
千円 予算科目

事 業 内 容

○福吉校区自主運行バス本格運行（継続）
○一貴山校区自主運行バス本格運行（継続）
○平成２６年度試行運行実施校区の本格運行（新規）
○自主運行バスボランティア運転手の育成 進捗状況

・
現状

19,011総事業費 20,248 千円

○福吉校区はH24実績で、2,406人
利用（年間）。一便平均3.96人。
○一貴山校区はH24年度実績で、
　282人利用（約2か月）。1便平均
　2.72人。
○自主運行バス校区説明終了。
○H25年度は、引津校区及び桜野
校区に対し個別説明済。

事業期間 平成２３年度～平成２７年度(５年間） 会計種類 一般会計

事業目的

「糸島市地域交通計画」の事業計画に基づき、校区と
の協働によるバス運行により、市民の生活交通手段の
確保や交通不便地域の縮減を図る。

事業主体 糸島市、校区

実施方法

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 自主運行バス事業 担当部課 企画部 地域振興課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （３）交通環境の整備充実

直営

施　策 　⑩　効率的な生活路線バスの運行により、利便性の高い公共交通網を構築する

款 項 目

2 1 7
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

事業費内訳
（主なもの）

工事費

17,000

工事費工事費

64 100

現在地

合計

事業開始時 最終目標値

（単位：千円）

総事業費
 22年度 から28年度
までの合計

千円
（うち市予算化分）

千円
〃

事業期間 平成２２年度 ～

事 業 名 河川維持管理事業

事 業 内 容

護岸補修工事、河川浚渫工事

事業目的

認定河川を計画的に維持補修し、豪雨による災害から
市民の財産と生命を守る。

47,000

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

一般会計

平成28年度

要望に対する充足率（％） 64

平成27年度平成26年度

一般財源

0

0

15,000

予算科目

会計種類

　該当なし

0

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

2,610

54,830

17,000 15,000

0.3 0.3

施　策 　⑬　豪雨による浸水被害を防ぐ

重点プロジェクト

実施方法 直営

担当部課

進捗状況
・
現状

河川護岸の老朽化及び根浸食によ
り吸い出している河川について、順
次補修している。また、各行政区か
らの要望が多い堆積土の取り除きに
ついても計画的に行っている。

事業主体 糸島市

建設都市部 建設課

河川沿岸住民 災害による安全確保

財
源
内
訳

事業費（A）

国庫支出金

その他

受益者

0.3

15,000

従事職員数(人)

県支出金

地方債

14.3

47,000

平均人件費 8,700

15,000

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B） 19,610

人件費（B） 2,610 2,610

17,610

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト計17,610

款 項 目

（４）治山・治水

8 3 1

人件費割合(%)

0
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

19,350

21,50021,500

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

農林水産業費県補助金 1/2以内

財源の種類 根拠法令等

補助残の1/10

0 総コスト計

平均人件費0.1

受益者分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例

2,150

補助率、交付
税措置率等

43,000

43,870

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

0

0

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 8,700

県支出金 福岡県漁港等施設改修事業費補助金

国庫支出金

人件費割合(%)

総コスト（A＋B） 43,870

870 0

43,000

福吉漁港導流堤内消
波施設設置工事

19,350

2,150

事業費（A）

人件費（B） 2.0

0

その他

地方債

一般財源

財
源
内
訳

34ｃｍ

（単位：千円）

県支出金

JF福吉支所組合員87人及
び河川沿住民1,473人

遡上波軽減による安全
安心確保

福吉川福井川の合流地点で
の遡上波の軽減（ｃｍ）

55ｃｍ 55ｃｍ

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

40,850総事業費 43,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項

事 業 内 容

福吉漁港
　導流堤内消波施設設置　　傾斜堤　Ｌ＝35.0ｍ
　　　　　　　　　　（右岸Ｌ＝20.0ｍ・左岸Ｌ＝15.0ｍ）
　　消波ブロック2ｔ 進捗状況

・
現状

　福吉漁港導流堤工事は平成13年
度に着手し、平成25年3月に河川の
切り替えを実施。　平成25年10月の
台風の折、遡上波により、福吉川福
井川の合流点付近の河川堤防を越
波した。
　通常の荒天時においてもその現象
がみられる。

事業期間 平成２６年度～平成２６年度（１年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　福吉漁港導流堤内に消波施設を設置することにより、
台風等荒天時の遡上波を軽減し、漁業集落の安全安
心を確保し、漁業の育成を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 福吉漁港導流堤内消波施設設置事業 担当部課 農林水産部 水産振興課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （４）治山・治水

施　策 　⑬　豪雨による浸水被害を防ぐ　

目

6 4 3

51 



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

社会資本整備総合交付金
（防災安全交付金）

社会資本整備総合交付金交付要綱

875

0

02,610

印刷製本費

財源の種類

人件費（B）

国庫支出金 1/2

人件費割合(%)

県支出金

地方債

その他

事業費（A）

総コスト（A＋B）

59.8

876

0

平均人件費

一般財源

0.3 0 0

進捗状況
・
現状

事業期間

事業主体

予算科目

従事職員数(人)

1,751

事業費内訳
（主なもの）

財
源
内
訳

総事業費

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

土砂災害ハザードマップ作成事業

糸島市
事業目的

876

平成27年度

8,700

0

0

1,751

0

0

直営

平成28年度

875

実施方法

市民

受益者

1,751
千円

土砂災害危険区域を持つ行政
区でハザードマップを活用して
避難訓練を実施した行政区の数

―

現在値

1,751

受益者の考えている価値 事業開始時

（うち市予算化分）

一般会計

求められる成果（単位）

平成26年度

最終目標値

―

9 1

80行政区

（単位：千円）

平成２６年度（１年間）

担当部課

土砂災害防止法による警戒区域及び特別警戒区域の
指定及び変更に伴い、市内全校区の土砂災害ハザー
ドマップを更新・印刷し全戸に配布する。（１５校区；４
０，０００部）

危機管理課

事 業 内 容

重点プロジェクト

災害に備えたハザード
マップによる防災啓発

千円

　⑰　地域防災力を強化する

①土砂災害防止法による警戒区域
等指定前の土砂災害ハザードマッ
プを全戸に配布済
②糸島市内において土砂災害防止
法の調査が平成２５年度に終了し、
区域を指定済

会計種類

総務部

　該当なし

合計

国庫支出金

施　策

県が指定した土砂災害防止法に基づく警戒区域等を参考に
現在全校区毎に配布している土砂災害ハザードマップを修
正し、全戸に配布することで市民に土砂災害警戒区域の周
知を図るとともに万一の災害時に備える。

5

0

根拠法令等

総コスト計0

補助率、交付
税措置率等

4,3614,361

款 項 目

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事 業 名
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

1,199 1,199

広域避難経路マップ

0

0

0

（単位：千円）

44行政区

1,199

0

平成26年度 平成27年度

2,939

1,199

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

0.2

補助率、交付
税措置率等

総コスト計

0 人件費割合(%)

2,939

人件費（B）

1,199
一般財源

0

8,700

59.2

総コスト（A＋B）

根拠法令等

平均人件費

1,740

0従事職員数(人)

財
源
内
訳

国庫支出金

その他

事業費内訳
（主なもの）

合計平成28年度

県支出金

地方債

事業費（A）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

千円
（うち市予算化分）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 原子力災害広域避難経路図作成事業

事 業 内 容

○避難経路マップの作成
　広域避難個別計画に定めている市外１６市町の５１避
難所までの避難経路マップを作成し、原発から３０㎞圏
内の住民（４４行政区約5,800世帯）に配布する。 進捗状況

・
現状

原子力災害広域避難のための避難
ルートについては、現在、県が実施
している避難シミュレーションを参考
に今後、県警等関係機関との協議
を行い、避難ルートを決定してくこと
にしている。

その他

事業期間 平成２６年度（1年間） 会計種類

事業目的

万が一、原子力災害が発生し、避難が必要となった場
合に迅速な避難対応ができるよう、広域避難所までの
避難経路図を作成し、原発から３０㎞圏内の住民に配
布する。

事業主体 糸島市

実施方法

1,199

最終目標値

ＵＰＺ圏内住民
原子力災害時での迅速
な広域避難

千円 予算科目総事業費

説明会等により避難経路図を活
用して計画説明を行った行政区
の数

― ―

総務部

施　策 　⑰　地域防災力を強化する

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

危機管理課

（６）防災・防犯体制の確立

一般会計

担当部課

款 項 目

9 1 5
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2,869 3,535 3,535 総コスト計 9,939

870 870 870 人件費割合(%) 26.3

0.1 0.1 平均人件費

2,665 2,665 7,329

嘱託員報酬 嘱託員報酬

7,329

0

0

0

総コスト（A＋B）

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

8,700

人件費（B）

県支出金

1,999

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）

一般財源

嘱託員報酬

1,999

従事職員数(人) 0.1

2,6652,665

市民 自主防災組織活動の充実

その他

地方債

市内自主防災組織での防災
講座・訓練実施回数

財
源
内
訳

国庫支出金

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

― 119回 162回

（６）防災・防犯体制の確立

　⑰　地域防災力を強化する

会計種類 一般会計

7,329

実施方法

7,329

重点プロジェクト

施　策

直営

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

危機管理課

政　策

総務部

事業期間 平成２６年度～平成２８年度（３年間）

地域防災力の強化を図るため、災害対応と経験豊富な
自衛官ＯＢを防災指導員として配置し、自主防災組織
での防災講座、防災訓練等の指導を行うとともに、地域
防災計画の見直しや喫緊の課題である避難勧告・避難
指示を含めた警戒避難体制の整備を行う。

事業主体 糸島市

　該当なし

事 業 内 容

○防災指導員の配置
　・自主防災組織における防災講座や防災訓練の指導
　・地域防災計画の見直しへの助言
　・迅速な避難に備えた警戒避難区域の事前調査及び
　　設定
　・避難勧告・避難指示への助言

進捗状況
・
現状

市内１６１行政区に設置している自
主防災組織への防災講座や防災訓
練については、職員で対応してい
る。
Ｈ２４；
防災講座３５行政区、防災訓練７６
行政区
Ｈ２５；
防災講座５２行政区、防災訓練６７
行政区

防災指導員配置事業

事業目的

事 業 名

総事業費 千円
（うち市予算化分）

担当部課

予算科目

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

千円
款 項

最終目標値

目

9 1 5
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

0

0

最終目標値

款 項

糸島市

平成２５年度～平成２６年度（２年間）

進捗状況
・
現状

平成２５年度に防火服一式３５セット
購入

事 業 内 容

防火服更新事業

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策

根拠法令等

市民

消防職員９５名に配備している防火服一式のうち６９
セットが平成２３年３月に示された「防火服に求められる
性能に関するガイドライン」に適合しなくなったため、更
新を行う。
平成２５年度購入額　６，５４４，０００円
平成２６年度購入額　６，６９２，０００円
　　　　　 　 計　　　  １３，２３６，０００円

一般会計

求められる成果（単位） 事業開始時

予算科目

会計種類

総事業費 13,236

事業期間

（６）防災・防犯体制の確立

事業主体

34

　⑱　常備消防施設などを充実させる

新ガイドラインに適合 しない
防火服一式数(セット）

13,236
千円

（うち市予算化分）

6,692

6,692
一般財源

6,692

施　策

総コスト計 7,562

0

0

0

平均人件費 8,700

6,692
事業費（A）

0

県支出金

総コスト（A＋B）

重点プロジェクト

警防課事 業 名

事業目的
直営

担当部課

現配備の防火服一式の更新を行う。

消防本部

　該当なし

実施方法

合計平成26年度

0
国庫支出金

0

財
源
内
訳

受益者

千円

現在値

平成28年度

69消防活動の充実

平成27年度

受益者の考えている価値

（単位：千円）

9

0人件費（B）

事業費内訳
（主なもの）

地方債

870

従事職員数(人) 0.1

その他

0

備品購入費

人件費割合(%) 11.50

7,562

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

補助率、交付
税措置率等

財源の種類

目

1 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

合計

受益者 受益者の考えている価値

事業目的

平成26年度 平成27年度 平成28年度

（うち市予算化分）

（単位：千円）

最終目標値

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事業期間 平成２８年度（１年間）

0

警防課

予算科目

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

事 業 名

現在値

その他

国庫支出金

財
源
内
訳

施　策

担当部課

直営

4,522

耐用年数を超えた化学消防ポン
プ自動車（台）

市民 安心安全な居住生活

地方債

県支出金

40%

59,800

消防施設整備事業要綱　33％

財源の種類

64,322

　⑱　常備消防施設などを充実させる

1

事業開始時

0

人件費（B）

8,700

地方債

一般財源

平均人件費

0 1.3

合併特例事業推進要綱　９０％

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

65,192

補助率、交付
税措置率等

4,522

64,322

現配備の化学消防ポンプ自動車
平成８年１２月購入
走行距離：４８，５１２ｋｍ
耐用年数：１５年

現在配備している化学消防ポンプ自動車が老朽化して
いるため更新を行う。

64,322

化学消防ポンプ自動車更新事業

進捗状況
・
現状

会計種類

1

事業主体

実施方法

求められる成果（単位）

総事業費

事 業 内 容

　該当なし

糸島市

重点プロジェクト

6
64,322

消防署本署配備の化学消防ポンプ自動車の更新を
行う。

千円 千円
9 1

0

59,800

0

0 0 0.1

00

0 870

65,192 総コスト計

備品購入費

人件費割合(%)

従事職員数(人)

総コスト（A＋B） 0 0

合併推進債 地方債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

施設整備事業債 70%

款 項 目

一般会計

消防本部

根拠法令等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

総コスト（A＋B） 6,120

補助率、交付
税措置率等

5,250

（単位：千円）

現在地 最終目標値

0

　⑱　常備消防施設などを充実させる

0

従事職員数(人)

事業費内訳
（主なもの）

根拠法令等

工事請負費

870 14.2

総コスト計0

8,700平均人件費0

総事業費

事業期間

地方債

一般財源

5,250

事 業 名

施　策

通信指令施設部分更新事業

（６）防災・防犯体制の確立政　策

進捗状況
・
現状

財
源
内
訳

0

消防本部

通信指令施設部分更新工事を行う。

事 業 内 容

　該当なし

受益者 受益者の考えている価値

0

国庫支出金

県支出金

安定した１１９受信体制市民

0

施設の老朽化率（％） 20

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

平成２３年度整備の通信指令施設
各装置の交換工事を行うもの。

　平成２３年度に整備した通信指令施設の機器の更新
工事を行う。

事業主体

直営

警防課

重点プロジェクト

事業目的

担当部課

実施方法

糸島市

会計種類

合計

一般会計

平成27年度

千円

20

平成２６年度（１年間）

6

事業開始時

5,250

平成28年度平成26年度

予算科目千円
（うち市予算化分）

5,250

求められる成果（単位）

0

その他

0

5,250

5,250 0
事業費（A）

人件費割合(%)

0.1 0

0人件費（B） 0

6,120

款 項 目

9 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

施設整備事業債 地方債 消防施設整備事業要綱 33% 70%

2.3

補助率、交付
税措置率等

地方債 合併特例事業推進要綱 90% 40%合併推進債

平均人件費

事業費内訳
（主なもの）

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

人件費（B）

財源の種類

38,501

平成26年度 平成27年度 平成28年度

地方債

2,631

従事職員数(人)

その他

2,631

37,631

点検整備等手数料

総コスト（A＋B） 総コスト計

受益者 受益者の考えている価値

1

0 870

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源

総事業費 37,631

事業目的

現在、配備しているはしご付消防自動車の分解整備を
行う。

県支出金

現配備のはしご付消防自動車
平成１１年９月購入
前回分解整備日：平成２２年１月１４日完
了。６６６時間
分解整備から５年（使用時間は１，０００
時間）に至る前に、実施しなければいけ
ない。（総務省消防庁通知）
平成２６年３月１日現在１，６７２時間

市民 安心安全な居住生活

事業期間

事 業 内 容

消防署本署に配備のはしご付消防自動車は前回分解
整備から５年（使用時間は１，０００時間）経過し、適切な
機能及び安全性を確保するため、分解・点検整備を行
う。

平成２７年度（１年間）

8,700

0 人件費割合(%)

0 37,631
事業費（A）

00

0

0

糸島市

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

一般会計

00.1

会計種類

事業主体

（６）防災・防犯体制の確立

重点プロジェクト

担当部課 消防本部 警防課

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

事 業 名

施　策 　⑱　常備消防施設などを充実させる

政　策

（うち市予算化分）

はしご付消防自動車分解整備事業

予算科目
37,631

千円 千円

最終目標値事業開始時求められる成果（単位）

分解整備未実施のはしご付
消防自動車数（台）

6

現在地

0

0

1

（単位：千円）

合計

35,000

0

35,000

0

38,501

根拠法令等

9 1

款 項 目

　該当なし
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

合併推進債

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

地方債

受益者

一般財源

地方債

8,700

消防本部 警防課

40%

（うち市予算化分）

人件費割合(%)0

総コスト計

119,724

0 0

0.1

119,724

平成26年度 平成27年度

0

119,724

総事業費

財
源
内
訳

118,200118,200

事業目的

現在配備している救助工作車が老朽化しているため、
更新を行う。

糸島市

実施方法 直営

消防署本署配備の救助工作車の更新を行う。

事業主体

求められる成果（単位） 事業開始時

事 業 名

（６）防災・防犯体制の確立政　策

担当部課

　⑱　常備消防施設などを充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

施　策

補助率、交付
税措置率等

120,594120,594

0.7

最終目標値

1 6

1

平成28年度

耐用年数を超えた救助工作車
（台）

千円

受益者の考えている価値 現在地

事業期間 平成２８年度（１年間）

現配備の救助工作車
平成１２年９月購入
走行距離：２８，２７０ｋｍ
耐用年数：１５年

進捗状況
・
現状

事 業 内 容

会計種類 一般会計

従事職員数(人) 0 0

その他

1

（単位：千円）

市民 安心安全な居住生活

0

0

0

9
千円 予算科目

合計

款

1,524

地方債 70%

870

備品購入費

平均人件費

合併特例事業推進要綱　90%

消防施設整備事業要綱 33%

財源の種類

施設整備事業債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B）

国庫支出金

県支出金

救助工作車更新事業

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

人件費（B） 0

0

119,724

項 目

根拠法令等

0

1,524
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

40%

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

69,560

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

870 人件費割合(%) 2.5

施設整備事業債 地方債 施設整備事業（一般財源化分）　５０％ 70%

合併推進債 地方債 合併特例事業推進要綱　９０％

総コスト（A＋B） 22,340 0

事業費内訳
（主なもの）

備品購入費

人件費（B） 870 0

総コスト計

従事職員数(人)

47,220

0.1 0 0.1 平均人件費 8,700

備品購入費

一般財源

21,470 0 46,350 67,820

1,170 2,450 3,620

事業費（A）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0
その他

20,300 43,900 64,200

0

0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

5

求められる成果（単位） 事業開始時

地方債

予算科目

5 0

現在地受益者 受益者の考えている価値

市民 地域防災力の強化

最終目標値

消防団ポンプ自動車１３台の内、耐
用年数を超えた消防用車両数（台）

総事業費 67,820 千円
（うち市予算化分）

67,820
千円

会計種類 一般会計

事 業 内 容

平成２６年度
加布里分団消防ポンプ自動車更新（CD-1）

平成２８年度
雷山分団消防ポンプ自動車更新（CD-1）
怡土分団消防ポンプ自動車更新（CD-1）

進捗状況
・
現状

加布里分団ポンプ車、雷山分団ポンプ車、
怡土分団ポンプ車は、更新時には1６年経過
しており、車両機能の不具合が発生してい
る。
消防車両としての機能を発揮するため更新
が必要である。
加布里分団：平成９年１２月購入
雷山分団：平成１２年１１月購入
怡土分団：平成１２年１１月購入

事業期間 平成２６年度 ～平成２８年度（３年間）

事業目的

消防活動の基盤となる消防自動車を更新することによ
り、緊急時に安定した成果の達成を確保する。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

　⑲　地域消防施設を充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

警防課事 業 名 消防団ポンプ自動車整備事業 担当部課 消防本部

施　策

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

款 項 目

9 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

合併推進債 地方債 合併特例事業推進要綱　９０％ 40%

0

0

3.10

平均人件費 8,7000.1

0

補助率、交付
税措置率等

根拠法令等

28,415総コスト計

27,545

警防課

3,345

重点プロジェクト 　該当なし

24,200 24,200

直営

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

事 業 名 消防団詰所建替事業（消防施設整備）

施　策 　⑲　地域消防施設を充実させる

消防本部担当部課

千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

一般会計

現在の詰所は、昭和４９年に建設さ
れており、老朽化し詰所も狭い状況
である。
構造：鉄骨スレート平屋建
面積：水防倉庫７５㎡（内４２㎡）

9 1 3

老朽化している消防団詰所を建替えることで、地域防
災の要となる消防団員の待機場所等の確保及び消防
活動の充実を図る。事業目的

事業主体

実施方法

事業期間 平成２８年度（１年間） 会計種類

事 業 内 容

福吉分団詰所の建替工事
場所：福吉公民館敷地南側
構造：木造平屋建
面積：１２４㎡程度

※平成29年度以降、桜井分団

進捗状況
・
現状

総事業費 27,545
27,545

地方債

0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

消防防災設備整備費補助金交付要綱　５０％

財源の種類

28,415

870 人件費割合(%)人件費（B）

0

県支出金

地方債

その他

0

0

（単位：千円）

総コスト（A＋B）

事業費（A）

従事職員数(人)

0

0

財
源
内
訳

国庫支出金

事業開始時受益者 受益者の考えている価値

1

27,545

3,345

1 0市民 安心安全な居住生活
老朽化した消防団詰所の数

(箇所)

最終目標値現在値求められる成果（単位）

合計平成26年度 平成27年度 平成28年度

0

70%施設整備事業債

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費
設計監理委託費

一般財源

款 項 目

糸島市
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

施　策 　⑲　地域消防施設を充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 防火水槽整備事業（消防施設整備） 担当部課 総務部 危機管理課

事業目的

消火活動において水の確保は最重要事項であるが、水道給水区域
以外では消火栓の設置ができないこと、水道給水区域においても水
道経路の関係で使えない場合があり防火水槽とのバランスの取れた
水利確保が必要なため、計画的に防火水槽を整備する。

事業主体 糸島市

実施方法

予算科目

直営

事 業 内 容

防火水槽
規模：４０ｔ級　　形態：有蓋
行政区設置6基
（H26～28年度各2基　計6基）

進捗状況
・
現状

消火栓が整備されていない地域や
消火栓があっても実利用が困難なと
ころを優先に防火水槽を設置する。

事業期間 平成２２年度 ～ 平成２８年度（７年間） 会計種類 一般会計

総事業費 73,369 千円
73,369

（うち市予算化分）
千円

14

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

市民 火災時における初期消火
防火水槽未整備地区に設置し
た数（基）

0 8

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
9,800 9,800 9,800 29,400

その他
0

一般財源
1,100 1,100 1,100 3,300

事業費（A）
10,900 10,900 10,900 32,700

事業費内訳
（主なもの）

建設工事費
測量・設計委託費

建設工事費
測量・設計委託費

建設工事費
測量・設計委託費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3 平均人件費

人件費（B） 2,610 2,610 2,610 人件費割合(%) 19.3

総コスト（A＋B） 13,510 13,510 13,510 総コスト計 40,530

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

合併推進債 地方債 合併特例事業推進要綱
地方債充当率

９０％

款 項 目

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

8,700

（単位：千円）

9 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 0 30,318 53,908 総コスト計 84,226

8,700

人件費（B） 0 5,220 5,220 人件費割合(%) 12.4

事業費内訳
（主なもの）

基本設計、現地調
査、実施設計委託

防犯灯取り替え工事
（　）は10年リースと

した場合

従事職員数(人) 0 0.6 0.6 平均人件費

3,793

事業費（A）
(17,021) (17,021) (34,042)

25,098 48,688 73,786

0

一般財源
(17,021) (17,021) (34,042)

1,349 2,444

11,200 21,900 33,100

その他

0

地方債

12,549 24,344 36,893

県支出金

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

市民
省エネルギー化と
維持管理費の軽減

電気料と維持管理費の削減額
（年間）

― ―
18,093千円

(52%減）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

千円 予算科目
（うち市予算化分） 項

事業主体

事 業 内 容

会計種類 一般会計

総事業費 171,162 千円

事業期間 平成２７年度～３０年度（４年間）

171,162

事 業 名 防犯灯ＬＥＤ転換事業

糸島市

実施方法 直営

○基本設計、現地調査、実施設計委託【27年度】
○工事内容
　白熱灯、蛍光灯、水銀灯、ナトリウム灯からＬＥＤに器
具交換を行い、九電に変更申請を行う。【28～30年度】 進捗状況

・
現状

　平成24年度から新設及び器具交
換する防犯灯はＬＥＤとし、平成26
年1月現在、8,454基中518基がＬＥ
Ｄとなっている。ＬＥＤにしたことで、
明るさや虫の寄りつき等の苦情もな
く、行政区からは一層の推進を求め
られている。

事業目的

　市内全域のＬＥＤ以外の防犯灯（7,936基）を一斉にＬ
ＥＤに転換することで、①安全安心なまちづくりの推進、
②環境に配慮した低炭素社会への寄与、③消費電力
の削減による市及び行政区の財政負担の軽減、④市
内経済活性化と雇用の創出を図るものである。

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

施　策

担当部課 総務部 危機管理課

　㉑　警察、学校、地域などと連携して防犯体制を確立させる

重点プロジェクト 　該当なし

公共等事業債 地方債
補助残90%適用

交付税20％

社会資本整備総合交付金
（効果促進事業）

補助率50％国庫支出金

目款

172 1

最終目標値

（単位：千円）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 1,470 1,470 1,470 総コスト計 4,410

8,700

人件費（B） 870 870 870 人件費割合(%) 59.2

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1 平均人件費

事業費（A）
600 600 600 1,800

一般財源
600 600 600 1,800

その他
0

地方債
0

県支出金
0財

源
内
訳

国庫支出金
0

（単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

最終目標値

総事業費 1,800 千円

市民
青パトの巡回による防犯効

果
青パトを導入した校区数 10校区 10校区 15校区

1,800

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

（うち市予算化分）
千円 予算科目

補助

事 業 内 容

近年、実施団体となった校区では、独自に青パト仕様
の軽自動車を購入し、校区で維持管理をする傾向にあ
り、専用車を導入した団体の平均維持費が年103千円
であり、その２分の１の５万円に上限を拡大するもの。私
有車を利用している団体においても、特定の人に負担
が偏る現状の打開策として、専用車導入の追い風とな
り、青パト未設置校区においても導入効果があると考え
る。

進捗状況
・
現状

現行の糸島市安全安心まちづくり事
業補助金交付規程に基づき、各実
施団体の青パト防犯活動に対し、費
用の２分の１以内の額（上限３万円）
を補助している。
25年度補助見込額
　＠30千円＊９団体＝270千円

事業期間 平成２６年度～２８年度（３年間） 会計種類 一般会計

事 業 名 安全安心まちづくり事業補助金の拡充 担当部課 総務部 危機管理課

事業目的
青パト実施団体（校区）の青パト活動費用の補助を拡大
することで、青パト活動の充実を図る。

事業主体 糸島市

実施方法

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

施　策 　㉑　警察、学校、地域などと連携して防犯体制を確立させる

重点プロジェクト 　該当なし

款 項 目

2 1 17
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